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はじめに
　1948年4月の第6回労働大会（現在の中華全国総工会全国代表大会）の
開催に引き続き，全国労働組合活動会議が49年7月，北京で開催された。
毛沢東，朱徳，周恩来らが出席した同会議では，それぞれの講話や報告のな
かで，人民解放戦争の勝利の後，新民主主義体制下における労働組合（以下，
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工会と略）の第一の任務が「生産へ立ち向う」ことにあると指摘された1＞。
国営企業では全労働者は団結して官僚主義を克服しつつ，生産任務を果たし，
私営企業で資本家に対する闘争が必要な場合には労使双方に有利な（「労資
両利」）生産の発展という原則を実行すべきであるというのが，この会議を
貫く基本姿勢であった。毛沢東は51年2月，党内に向けてまとめた「政治
局拡大会議決議の要点」という一文の中でも，「工場内部では生産計画の実
現を中心とし，党・政・工の統一的指導を実行する」と強調している2）。こ
れと同じ論理の延長線上で，李立三がサンディカリズム，経済主義として批
判された総工会党組第1回拡大会議（51年12月）の決議では，「党中央と
毛沢東同志は，これまでずっと，生産の発展が国営企業における管理者，党
支部，工会による三位一体の共同任務であり，（……）増産の基礎の上で徐々
に労働者の生活を改善すべきであると指示してきた」3）として，労働者の権
益擁護に先だって生産拡大を主張してきた毛沢東の立場が強調されており，
新中国成立直後の工会運動をめぐる正統性（legitimacy）概念が「生産」
を中心に築かれていたことが分る。
　こうした生産第一主義の立場を忠実に実行していた東北総工会は1952年
1月，第2期代表大会の決議で，「工会の中心任務は生産の発展であり，生
産の発展をめぐるこの中心任務は生産，生活，教育を三位一体とした任務で
ある」ことを提起した4）。そもそもこの表現は，毛沢東が1942年12月，陳
甘寧辺区高級幹部会議で行なった「経済問題と財政問題」と題する報告の中
で，党・使用者・労働者の相互関係について「三者が統一した委員会を組織
し，まず管理人員，管理業務，生産計画を正しい軌道に乗せる一方，党と工
会の任務は生産計画の完成を保障することである」と述べたことに由来して
いる。当時，延安では総工会が正式に立ち上げられ（1937年），大生産運動
という名の労働競争が39年から繰り広げられていた5）。その後この毛沢東の
表現は，52年11月に開かれた全国総工会全国基層工作会議ではじめて「生
産を中心とする生産，生活，教育の三位一体を工会の基本的任務とする」と
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明確化された6）。これによって定式化されたのは，労働生産性の向上によっ
てはじめて労働者大衆全体の生活の改善が図られるが，そのことを基礎に労
働者をさらなる生産へ向わせるく生産一生活一生産〉という労働競争をめぐ
る基本サイクルであった。中国工会第7回大会の採択による『工会規則』で
も，「中国工会の国家建設期における最重要任務は，労働者階級の団結を強
化し，生産の発展に努め，労働生産性を高め，国の工業化を加速し，社会主
義への過渡に向かって闘うことである」とされており7），生産第一主義的立
場が50年代の工会運動における習慣的な表現として基本線を貫くこととなっ
たのもこの頃からである。
　こうした指導理念の下で，工会は第1次5ヵ年計画をはじめとする労働者
大衆の生産活動に巨大な力を注ぎ，多くの活動を行って，多くの経験を蓄積
してきた。たしかにその経験は，50年代の工会運動ばかりでなく，80年代
の「四つの現代化」建設のなかでも大きな意義を有したが，この生産に重点
を置いた労働政策が一定の限界をもたらしたこともまた事実である。社会主
義中国の建国以降，労働者大衆自らが国家と企業の主人公であるという意識
が高まっていく中で，その最も有効な方法とされたのが企業における民主的
管理の実施であった。そのための具体的手段が労働者代表大会であり，工会
は労働者の民主的権利を保護するためにこの制度をフルに活用し，その本来
持つべき機能を十分に発揮させ，他の組織に代替不可能な任務を担うことと
なった。だが，そもそも社会主義体制下の労働組合とは，共産党と労働者と
の間の伝達紐帯（レーニン）として生産性向上を目指した「上から」の労働
者の組織化と労働者の権益を擁護すべき「下から」の要求の汲み上げという
二重機能を備えていたのであり，中国建国初期における工会の運動方針の基
調が前者に傾いていたとすれば，後者のモメントは自ずと制限されることと
ならざるを得ない。実際，1950年制定の工会法は，労働者代表大会を通し
て「生産管理に参加して，使用者側と労働協約を締結する」（第5条）など
の権利を認めると同時に，「労働紀律を守り，生産競争やその他の生産活動
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を組織し，生産計画を確実に達成しなければならない」（第9条）という義
務を定めている8）。つまり，社会主義政治の根幹をなす民主集中制の原理は，
労働競争という工会を媒介とした労働者動員型の生産性向上運動にも貫徹し
ており，労働者の権益擁護という「民主」の局面は，つねに国家的生産計画
と社会主義国家への国民統合のための労働者大衆の動員という「集中」の局
面によって「合法的に」限界づけられているのである。
　もともと，「生産を中心として」という表現には，労働者の民主的権利と
企業で実施する民主的管理の内容は「直接的には」含まれていない。なぜな
ら，生産のために自らの個人的生活を犠牲にすることがあったとしても，国
家や労働階級全体の利益のために生産することが，それに参与した労働者一
個人にとっても具体的権益となっているという確証を与えるものではないか
らである。このことを全体と個との問題に置きかえれば，生産第一主義とは，
生産増によって全体の富を蓄積し，その後労働者一人一人の権益としてでな
く，労働者総体の権益としてのみ配分するという，いわば全体優位（＝全体
主義）の論理構成（「一人は全体のために，全体は一人のために」）をとって
いたことに気づく。それは経済の観点からみれば社会主義国家建設のための
手段であるが，政治の観点から見れば，国家の存立を基礎付ける支配の正統
性を調達し，安定的国家建設・運営の前提をなす国民統合の手段であり，い
わば政治的機能を経済的機能へと転換させ，またその逆のプロセスを実現す
るための「自発性の動員」（塩川伸明）を意味したのである9）。
　そもそも労働競争とは，労働者の自覚に基づく労働生産性向上の基本的な
方法であり，国家による計画通りに達成または超過達成して社会主義工業を
建設し，発展させる重要な大衆動員政策の一つであった。それは解放後の中
国が独自に行なったものではなく，スタハーノブ運動（1935年～）と呼ば
れるスターリン時代のソ連における社会主義建設の理論と経験を継承したも
のに他ならない。それは当初から自然発生的に「下から」涌き上って発展し
たものではなく，唯一の執権党である共産党の指導を受ける「上から」の大
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衆運動という国家的政策であった。というのも，A・ウォルダーが指摘した
ように，「ソ連や中国においては，労働者階級そのものが党一国家によって
管理された産業労働の動因（industrial　drive）の創出であった」からであ
る10）。
　建国後の中国では，例えば第1次5ヵ年計画のなかでも，「労働生産性の
引き上げによる生産の増大が，生産成長の主要な部分をしめる」”）とされ，
さらにそれに引き続き行なわれた第2次5ヵ年計画でも労働競争の意義が強
調された。とりわけ1958～59年，周恩来が「われわれは工業，農業，運輸
業，商業などの各経済部門およびその他の部門が例外なく社会主義競争を展
開し，増産につとめ，節約を励行することを要求するものである」と訴えた
増産節約運動では，国民経済は58年，前年に比べて66％余りも増大すると
いう飛躍的な発展を遂げた12）。生産増大のための科学的諸制度や管理体制の
改革を推進する一方で，個々の労働者の主体的な能動性を発揮し，生産力を
増大させ，さらにその高度な生産力に見合わない諸制度を変えていこうとい
うのが労働競争の基本的趣旨であった。C・ホフマンによる逆説的表現を援
用すれば，「物質的インセンティブは集団的に志向される一方，非物質主義
的インセンティブが個人に結びつけられる」ことによって労働競争は可能と
なったのである13）。その生産力を発展させ，国家・社会全体の富を増大させ
るという基本的目的は変わらないにせよ，50年代（計画経済時代）におけ
る労働競争と80年代（改革・開放時代）のそれとの大きな違いとは，後に
詳しく見るように，後者における労働競争の実施が経済体制改革の推進と深
く結び付けられているということであった。
　社会主義体制において，労働競争と市場競争には政治活動と経済手段の区
別があるとこれまで一般に説明されてきた。労働競争は政治的範疇に属し，
「比較，学習，追求，援助，超過」活動を通して，労働者大衆の積極性，創
造性を引き出し，組織し，彼らを発奮させて社会主義国家建設のために貢献
させることを目的としているのに対して，市場経済における競争は，商品生
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産者により多くの利潤を獲得させることが目的であり，その役割は市場にお
いて商品の価値を実現させることにある。市場競争は物質利害関係に本質的
制約を受けるが，労働競争は生産効率と質，及び労働者の素質を向上させる
ものであり，その役割は共に向上しようとするところにあるというのが当時
の中国の一般的認識であった14）。だが，「競争の手段は往々にして排他的，
冒険的であるが，労働競争はそうした排他性を相互扶助によって乗り越える
という意味で競争とは異なる」15）とし，労働競争と市場競争とを対立概念と
してとらえることは，市場が「交換的正義」という社会的調和の実現を可能
にしているという事実を見落としているといわざるを得ない16）。
　労働競争はまた，長期的，恒久的であるのに対し，競争は短期的，条件的
であり，前者が相互学習，相互援助を通じ，長所を取り入れ短所を補い，共
に向上することで先進と後進との間の矛盾を解消し，少数の先進者が創造し
た先進技術，先進レベルを全社会に敷彷させ，社会的生産力の向上を促進す
るところにその目的があるとされていた17）。しかしながら，全体と個との関
係でいえば，ここでは市場競争が個人の追求する価値や利潤を最大限に実現
しようと努めるのに対し，労働競争は他の労働者との協働によって，相互に
競い合いながらなおかつ助け合い，全体的な価値や利潤を最大化するものと
理解されている。つまりここでは個人が先か，全体が先かという二分法が議
論の大前提にあり，個人的利益の追求そのものが社会的富や総体的需給の調
和をもたらしうるというアダム＝スミス的リベラリズムの視点が全く欠落し
ていたのである。
　また，これまでの西側における中国の工会運動についての研究では，国家
と社会との関係における工会という社会集団の諸機能を理解することによっ
て，中国の社会がどの程度自立的あるいは国家依存（あるいは編入）的で，
かつどの程度民主的あるいは権威主義的であるかを分析するというアプロー
チをとることが多かった。というのも，〈生産一生活一生産〉が中国の労働
競争運動の基本的サイクルであるとすれば，日本を含む西側研究者の最大の
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問題関心は，むしろ中国がどの程度〈生活一生産一生活〉というユニオニズ
ムのサイクルを実現していたのかを読み取ることにあったからである。その
ための具体的事例を例えば50年代の工会論争に求め，李立三や頼若愚らに
よる工会の党からの相対的独立とそれによる労働者の権益確保と拡大という
工会運動の過程を辿り，最終的には「党の指導」が優位を占め，サンディカ
リズムや経済主義批判に取って代るというプロセスの中に民主主義の限界を
見て取るというのが一般的である18）。だが，それはいわば「賃金労働者がそ
の労働生活の諸条件を維持または改善するための恒常的な団体という労働組
合論」（ウェッブ夫妻）を本来の労働組合論としてとらえる西側の価値観
（ユニオニズム）に基づいていたことにふと気づく。たしかに，民主的工会
運動という観点で見れば，労働者が自らの生活水準向上のために働き，生活
の改善が実現された結果，さらに積極的に生産に立ち向い，そのことが結果
的には社会や国家全体の利益ともなるという〈生活一生産一生活〉こそが基
本サイクルとなるはずである。労働者一人一人の生活向上が最終的に社会や
国全体の富の蓄積や国民経済の発展をもたらすと考えるのがリベラルなユニ
オニズムの基本であり，この観点に立てば，独立（＝自立）的な労働組合活
動がこの「正常な」サイクルの展開を保証するはずだし，逆にそのプロセス
を阻害するとすれば，それは中国共産党による「指導」であり，党＝国家体
制による「代行」という名の「介入」であった。そこではこうした党＝国家
による代行主義こそが，民主的工会運動における諸問題の根源にあり，50
年代に開かれた総工会党組拡大会議を通して工会の民主化は「挫折」あるい
は「屈折」せざるを得なかったとの解釈で落ちつくこととなった。ところが，
実は中国の労働組合の運動とは，既述のようにく生産一生活一生産〉を基本
サイクルにしているのであり，建国当初からその立場は一貫しており，しか
も合法的であったということが分る。したがって本稿は，中国初期社会主義
体制下の工会運動の基調が〈生産一生活一生産〉を基本サイクルとする生産
第一主義にあったとする仮説に立ち，その立場から見た50年代から80年代
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にかけての工会運動を，社会主義労働競争と現代化という視角でとらえ返す
ことを目的とする。
1．建国初期の労働競争
（1）東北総工会と労働競争
　建国直後の労働運動をリードしていた李立三は，毛沢東の言葉を引用しつ
つ，「生産を発展させ，経済を繁栄させ，公私双方に配慮し，労使双方の利
益をはかる」のが新民主主義期における工会活動の基本原則であると述べ
た’9）。当時工会は，「国家の主人公としての姿勢をもって，あらゆる努力を
尽くし，当面の困難を克服して，生産を復興し発展させることを光栄な任務
とする」とされたが2°），それはなによりも当面の労働者階級および全人民の
最大の利益が「生産を発展させ，経済を繁栄させる」ことにあったからであ
る。
　1949年から50年初頭にかけて，天津をはじあとする華北地域では生産競
争または新記録運動が，東北地区旅順・大連地方では合理化提案運動が，藩
陽を中心とする東北地方では新記録創造運動といった労働競争がそれぞれ展
開された21）。東北人民政府工業部は，企業管理における経済計算制を藩陽第
1，および第3機械工場などいくつかの工場でテストした上で，同年9月，
これを徹底化すべく記録創造運動として全国への展開を指示した22）。この新
記録運動は，生産過程の浪費を克服し，また技術と作業の改良促進によって
経済計算の促進を図るものであるとされた。それは新記録を作った生産者が
現れたら，それら「先進的な」生産者の経験を他の労働者にも学ばせるとい
う，つまり新記録運動と普及運動とを結合させたものであった。とりわけ合
理的技術ノルマ，例えば品質，所用時間，原材料，水，電力の使用量などの
基準によって新たなノルマをつくりだした管理部門にはそれ相当の褒賞を与
えるという制度を取り入れ，原価計算制を確立して，発注計画や製品の分配
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計画，製品検査，原材料供給を改善し，生産コストを引き下げることが求め
られた。ここで興味深いのは，こうした労働競争の昂揚と国民経済の急速な
成長が，主に東北地方の労働者・工会を中心に推進されてきたことであろう。
このことの背景には，旧満州において日本が残した生産インフラの存在はも
とより，この社会経済的基盤の上で党組第1回拡大会議で生産第一主義の立
場で李立三らを批判しつつも，なおも広範な労働者を動員するのに成功した
東北大行政区のリーダー，高醐の存在があったことはいうまでもない。
　その大きな影響下にある東北総工会は，工会の第一の任務が広範な労働者
を教育，動員，組織して，工業部の決定に従いつつ，新記録運動を展開する
ことにあると全国に先駆け，率先して呼びかけていた。藩陽機械第3工場で
は，全従業員に対する戸別訪問，講演会，座談会などを通じ，全技能の発揮
を妨げている心理的阻害要因を取り払うよう努力がなされた。これによって，
「政治的に遅れている」とされた国民党系の労働者たちも次第に新記録創造
への意欲を見せ始め，数名の先進労働者による運動から，130人余りが参加
する運動へと発展し，生産性は著しく高まっていった。その結果，例えば6
フィート工作機30台の完成を予定していた9月の生産計画は，ノルマ50％
超過の45台を生産し，1台の製作時間も231時間から153時間へと短縮す
るのに成功した。この際に工会は，労働者を組織して，個人及び各班の生産
計画を作成するとともに，労働者を代表して管理部門と労働協約を結び，集
団的な奨励方法を定めていた23）。
　1950年6月に朝鮮戦争が勃発すると，これを勝利に導くべく，徹底した
精神的動員とともに工農業生産の急速な復興と増大が求められた。やがて戦
線が北上すると，とりわけ中国東北地区に対する脅威が増大し，抗米援朝，
祖国防衛の思想的動員はますます喫緊の政治的課題となり，労働競争は愛国
主義運動と結び付けられることとなった。同年9月，中央政府政務院は全国
の戦闘英雄と労働模範の代表887名を集めて，全国戦闘英雄労働模範代表会
議を北京で開いた。開会にあたり毛沢東は，「中国は強大な国防軍を作り，
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強大な経済力を打ち立てねばならない」と呼びかけ，「戦闘英雄や労働模範
こそがこの目標の達成に努力する率先者かつ中心人物」であり，また「人民
政府の頼るべき支柱であり，人民政府と広範な勤労大衆との橋梁である」と
強調した24）。これを契機に愛国主義的労働競争運動は全国的に組織され，個
人，職場，企業の間で相互に競争条件を出し合って競争が行なわれ，1950
年のうちにこの運動に参加した労働者は68万人，1951年には238万人に達
した25）。1951年5月に中国共産党中央委員会東北局が開いた都市活動会議で
は，500万トンの食料に等しい価値の富を増産または節約するという統一目
標が掲げられ，愛国主義増産，節約運動が繰り広げられた。この東北での経
験に基づき，1951年10月には中国人民政治協商会議全国委員会第3回会議
は，「抗米援朝と国家建設の政治的な力と経済的な力を強化するために」愛
国主義増産・節約運動を全国的に展開することを決議するに至る。ここでも
全国レベルで労働者を動員する際に，労働競争の中心的役割を担ったのは，
東北三省の総工会とその傘下にある労働者たちであった。ちなみに，高歯の
郵子恢批判（51年4月）が引き金となり，李立三による労働者の権益擁護
が経済主義，サンディカリズムとして批判された全国総工会党組第1回拡大
会議が開かれたのがそのわずか2ヶ月後であったことも，こうした東北主導
型の政治過程とけっして無縁ではないと思われる。
②第1次5ヵ年計画と労働競争
　1949年後半期から1952年にいたるわずか3年余りの間に，中国の国民総
生産は，工・農業の分野で日中戦争前の水準を上回るまでに回復していた。
とりわけ52年には，中国経済は解放後，最初の経済成長のピークを迎えて
いた。この成功の背景には，1949年以降徹底して行なわれた企業や工場で
の民主的改革，反革命分子の摘発と弾圧，さらに1952年の三反（国家機関
の公務員による汚職，浪費，官僚主義に反対する）・五反（資本主義企業の
贈賄，脱税，国家資材の窃盗一投機に反対する）運動などの一連の政治運動
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によって，権力が国家の中枢へと集中するとともに，労働者の地位も高まり，
企業の管理制度や組織の改善，労働生産性の向上が実現していたという事実
があった26）。党中央は1952年末，「過渡期の総路線とその任務」を提起し，
1953年から農業，手工業と資本主義商工業に対する社会主義改造の実施，
同時に国民経済発展第1次5力年計画への着手を決定した。この決定はとり
もなおさず，「労資両利」という社会民主主義的立場で労働者の権益を重視
していた政策にピリオドを打ち，建国以前からの正統的伝統であった生産第
一主義に立ち返ったことを意味した。これによって全国の各大行政区と多く
の省や市における国営企業や機関は，次々と会議を開いて増産節約の方法に
ついて提起し，具体的な増産節約の内容を決めることとなった。例えば，全
国の鉄道系統は53年中に4兆1，000億元の増産節約案を出し，北京市の各
工鉱企業は1兆2，000億元の増産節約計画を作り，鞍山鋼鉄公司および鞍山
市の国営企業は9，000億元の増産節約計画などを提出し，様々な試行錯誤の
結果，天津市では2兆元，東北藩陽市の国営工場では1兆700億元の富を増
産節約した。これらの増産節約は，企業の経営管理の改善とリンクして行う
べきであって，単純に時間外労働や突貫生産方式によってでなく，計画管理，
責任制度，経済計算の確立といった管理活動の強化と健全化によって労働生
産性を引き上げ，生産を増大すべきであるとされた27）。
　大規模経済建設と社会主義改造運動に労働者の立場から応じるべく，全国
総工会は1953年5月，第7回全国代表大会を開き，国家経済建設と社会主
義の過渡期における新たな工会活動の方針を提起した。この祝辞の中で劉少
奇は，「最大限努力して，広範な労働者大衆の積極性，創造性を発揮し，国
の経済計画を完成，さらに目標額を超えて完成させよう」と述べ，国の計画
経済を達成すべく，労働生産性の向上，製品コストの軽減，大衆労働競争の
組織化を訴えた28）。また頼若愚（総工会主席）も同大会で「国家工業建設の
任務を全うするため奮闘しよう」と題して報告し，労働競争のさらに高次の
展開が求められているとして，労働と技術を結びつけ，未使用の生産力を掘
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り起こし，労働生産性を高めることの重要性を訴えた29）。この方針は，50年
代の工会運動の基本路線を貫くこととなる「生産を中核とし」，「生産，生活，
教育を三位一体」とする正統的立場を踏襲するものであった3°）。頼は中国共
産党の指導下で，労働者階級を教育し，労働者大衆の自覚レベル，組織レベ
ルを不断に向上させ，労農同盟を強固にし，各階級人民の団結を求あた。頼
が述べたように，こうした生産第一主義を貫いてこそ，「国家建設計画を積
極的に完遂できるとともに，生産発展を基礎として徐々に労働者階級と労働
者人民の物質的生活と文化的生活を改善し，徐々に国家の工業化と過渡期に
おける社会主義を実現できる」のである31）。この新たな工会活動方針の指導
下で，工会は生産の発展を中心として積極的に労働競争を展開し，数多くの
労働模範，先進的生産者を輩出するとともに，労働者を組織して農業，手工
業，特に資本主義工商業の社会主義改造に積極的に参与させることが可能に
なるとされた。
　だが，労働競争は初期社会主義の国家建設にプラスの効果だけをもたらし
ていたわけでなく，その実施面ではすでに少なからぬ問題を抱えていた。第
一に，一部の工場・企業では盲目的に目標の数字のみを追い求めた結果，質
の向上を軽視し，品質の退化，大量の欠陥製品を生み，深刻な浪費をもたら
した。藩陽の第5鋳造工場では1952年6月，不良廃棄処分品は6億元相当
に，第7機械工場では同5月，欠陥廃棄処分品の発生率は27．4％に，6月に
は32．8％にまで増大し，第6鋳造工場では，増産節約運動が始まってから廃
品処分率は7％から18．2％にまで増大した。第二に，労働災害や労働者の疾
病の増加が著しいという問題が生じていた。増産節約運動が始まってから，
天津市の52年1～6月に発生した死傷事故は前年比で42％増加しており，
東北の工業部系統の各部門では，同年1～5月の労災の発生件数は12，925件
に及び，そのうち重傷者は626人で，前年比で25％増加した。天津での
1，700件余りの労災に対する調査では，指揮系統の乱れや麻痺，安全・防護
設備の改善不備，安全保護制度や操作規定の欠如などの理由により起きた事
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故が全体の92％に上っている。また全体の8％は，労働者による安全規則，
操作規定違反による事故であるが，あるいは経済的理由による安全設備の改
善不能，あるいは技術的制約による事故であった。疾病率も各地で増大し，
石家庄のある紡績会社では，超過生産の奨励制度により労働者は過度の疲労
に陥り，全従業員の50％が何らかの病気を抱えていることが分った。例え
ば，錦州陶器工場の従業員，労働者1，400人中，52年6月の時点で104人が
腸炎を患っていた。こうした諸問題について，総工会党組は「愛国増産節約
運動についての総合報告」という報告書をまとめ，同年10月，毛沢東及び
党中央に提出している32）。
　こうした労働競争のもたらした数々の弊害を目の当りにして，頼若愚も前
述の「国家工業建設の任務を全うすため奮闘しよう」と題した報告の中で，
目下繰り広げられている労働競争には「労働強化」や「突撃的性格」が見ら
れ，製品の品質や労働安全衛生面に十分配慮されてこなかったことを率直に
認めた33）。頼のみるところ，本来労働競争とは民主的に改革し，計画性のあ
る生産を行ない，初歩的なノルマによって正常な労働方法としてはじめて実
施可能となる。ところが当時の労働競争には，「全般的」，「基本的」生産任
務を達成しさえすればよく，労働の質や安全性を軽視し，動員のための形式
的な掛声だけに頼り，労働者自らで生産計画について討論し，検査や総括を
行わないことが多かった。そのことが「大衆の情熱を冷まし，大衆による合
理化案の検討に際しても，目前にある生産過程の問題に注意を払うことなく，
盲目的に労働者を動員し，提案ばかりが多数出されても，実際的な生産上の
問題を解決できない」という事態をもたらしていたのである。大衆の主体性
や創造性を発揮できない多くの企業で，技術者や管理運営部門職員の労働競
争を組織できず，活動部門の技術管理スタッフが労働者大衆からは取り残さ
れてしまい，「粗暴な労働者が報告を捏造して栄誉を横取りする」などの悪
しき現象すら起きていた34》。頼若愚は53年9月，「工会活動における若干の
問題と意見に関する党中央に対する報告」と題し，こうした労働競争をめぐ
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る諸問題についてまとめ，前年に引き続き毛沢東ら党中央に対して報告し
た35）。この中で頼は，これら労働強化，多発する労災，低品質，高コスト化
といった諸問題を技術革新によって克服した例として，鞍山製鉄会社の小型
圧延工場における「機械化，自動化運動」を紹介し，労働競争と技術革新を
結びつけた成功例として高く評価した。これはそれまでの労働強化によって
増産を可能にする立場に方向修正を加えて，技術革新によって肉体労働依存
の精神主義を補おうとする具体案であった。また全国総工会も，「増産・節
約労働競争を更に一層展開し，国家的生産計画の全面的達成を保証すること
についての緊急通知」を全国の各地域，各企業の工会に公布し，労働競争に
対する指導と組織強化を指示している36）。
　全国総工会は53年11月，第7期第3回主席団会議を開き，増産節約につ
いての党中央による緊急呼びかけと労働競争問題の徹底研究をおこない，労
働競争を中心課題として工場や企業での正常な活動秩序と生産秩序を打ち立
てることの重要性を強調した。「労働競争を更に一歩前進させる」と題して
報告した頼若愚は，労働競争の中で肉体労働と科学技術を結びつけ，「突撃
性」，「盲目性」を克服し，組織性や計画性を強化することの重要性を指摘す
るとともに，過去の労働競争において存在した形式主義や表面的見せかけを
批判した37）。この報告に基づいて採択された決議は，増産節約の目的を達成
し，計画管理を実施する最も重要な条件が労働競争と計画管理，及び合理化
提案，先進経験の普及とをそれぞれ結びつけることであると位置づけた。同
決議はまた，こうした努力によってはじめて労働者，技術スタッフが創造性
や積極性を高度に発揮し，潜在的力を不断に開発し，生産技術と労働システ
ムの改善，製品の品質向上，コスト削減，操作方法の改善，安全生産の確保
などを可能にすると訴えた。中央人民政府重工業部も同年11月，鞍山製鉄
会社での「技術革新」運動をモデルとして全国への普及を決定することとなっ
た38）。1953年12月13日付の『人民日報』は，同小型圧延工場でのリピート
盤の発明者張明山の功績を高く評価し，それが年間1，300億元の富，すなわ
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ち1953年に1，300人の労働者が作り出したに等しい富を増産していると指
摘した。この「技術革新」運動が各企業や工場の工会を中心にして全国で繰
り広げられ，54年第2～4半期には，機械，冶金，建築，鉄道，炭鉱，紡績
など31の工業，鉱山，交通部門で採用されるに至った39）。
　この労働競争と合理化提案との連繋という運動が，労働者の積極性や創造
性，生産建設や国家レベルでの生産計画の促進に一定の役割を果たしたこと
は疑えない。この時期には工会と経営責任者が，ともに合理化提案を大衆の
イニシアティブによる生産運動の一つの重要な方法と位置付け，労働競争と
技術改善及び労働合理化提案と企業管理改革との結合によって，生産合理化
のための諸制度を整備していた。53年に全国から寄せられた合理化提案は
73．8万件に達し，そのうち35．7万件が生産過程の改善のために採用され，
生産性の向上に少なからず寄与した。全国総工会は1954年1月，「国営工場・
鉱山企業において労働競争を展開することに関する指示」を出し，労働競争
をさらに展開する意義その思想と具体的方法について明らかにしている4°）。
これをうけて，1954年初頭から1955年3月にかけて，全国の工場・鉱山・
企業で技術革新運動が繰り広げられた。54年に提出された労働者による合
理化提案の多くが技術改善，革新，創造に関するものであり，全国から寄せ
られた合理化提案は84．9万件で，このうち37．7万件が実際に採用された4D。
　しかしながら，こうした技術革新運動が全国へと広がるにつれて，かつて
の労働強化や労災の多発とは異なった新たな問題が生じることになるのを避
けられなかった。多くの労働者が，技術的基礎や客観的条件を無視して，今
度は盲目的な「技術革新」提案に走る一方，労働者の関心は労働力そのもの
よりも設備や工具の発明，創造へと突き走り，この大衆運動もまた形骸化せ
ざるを得なかったのである42＞。だが，こうした否定的状況にもかかわらず，
頼若愚は54年5月，当時党中央事務局長であった郡小平に書簡を送り，技
術革新運動をさらに推し進める必要性を訴えた。これに対し郵小平は，「こ
れは再度の研究を経て書かれたものである。私はもとの原案よりも一層妥当
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なものであり，採用可能であると考える」という指示をこの書簡に付して，
劉少奇と陳雲にさらなる査閲を求めた。技術革新運動に対する非難に対処す
べく，頼若愚は李富春に対しても同年8月，「運動に間違いはなく，継続す
べきである。運動の中で生じた偏向は必ず糾すべきである」とする書簡を送っ
たが，これに対する回答として李富春は，「私の基本的態度は，技術革新に
はその積極的役割があり，肯定されるべきであっても，否定することはでき
ないというものである。問題は，如何なる根拠で各産業，各企業が異なる技
術革新の内容を決めるかということであり，運動の中で偏向があれば予め糾
すべきである」と回答していた43）。こうしたなか『工人日報』は，技術革新
を奨励する内容の特集記事を次々に掲載した44）。
　だが，いくつかの地方政府は技術革新運動に対し依然として否定的な態度
を見せていたため，党中央書記局はさらなる研究を経たうえで，再度この技
術革新という呼びかけについて精査することとなった。党中央書記局の書記
候補であった劉瀾涛は，1955年2月，全国総工会党組に対し「党中央書記
局の技術革新問題についての指示」を通達した。この指示は，「技術革新を
労働競争の新段階であり，主要な内容とするというこのいい方は適切でなく，
完全でない，欠点のあるものである。技術革新の内容は，一般的には国家が
増資して技術装備を改造して初めて完成するものであるが，それに対して労
働競争は大衆運動であり，全面的である。技術革新というこの呼び方は，広
範な労働者大衆を運動に投入することは不可能であり，この呼びかけは再度
審査される必要があり，さらに明らかにして完成されるべきである。技術革
新は全国総工会が提出し，党中央が批准したものである。この呼びかけのも
とで多くの活動が行なわれてきた。しかし，どこが提出しようが，どこが批
准しようが，正確，適切かつ完全な立場で考慮されねばならず，容易に誤解
を招くようなことは全て改めるべきである」とする内容であった45）。この劉
の指示は事実上，党中央の承認を受け，さらに『人民日報』などでお墨付き
を得ていた決定を覆すものであり，いいかえれば，それは党中央レベルでの
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意思決定がない限り不可能なことである。したがってここでは，劉による指
示通達の背後で党内のそれ相当の強い力がかかったことが容易に伺えるが，
それが誰のどういう中身であったのかについては明らかではない。しかし，
技術革新の否定が精神主義に基づく肉体労働への全面的依存にならざるを得
ないとはいえ，それが毛沢東の主観的能動性という哲学に沿った正統なもの
であるとまでは指摘できる。かくして最終的には，総工会執行委員会主席団
会議は1955年3月，労働競争における「技術革新」というスm一ガンを取
り消さざるを得なかった46）。この突然の取り消しが，一部の地区や企業，工
会幹部の間で少なからぬ思想的混乱をもたらすことになったことはいうまで
もない。
　労働生産性が技術でなく，肉体労働に依存しなければならないとすれば，
残されているのは，労働強化による労災の発生を未然に防ぐことだけである。
党中央は55年4月，全国総工会の「全国労働者死傷事故についての報告」
に対する指示の中で，各級の党委，工会，工業部門，労働部に対し，労働者
保護活動に真剣に取り組み，有効な施策を積極的に講じ，労働者に起因する
労働災害の減少を求めた47）。同年5月，全国総工会は第1期工業衛生会議を
開き，労働者の健康を確保しつつ，労働生産性を高めるための活動を繰り広
げる必要性について議論した。さらに党中央は同9月，全国総工会による
「工鉱業企業に存在する大衆に関わる問題とわれわれの意見についての報告」
を承認する際，再度工鉱業企業での超過勤務の厳格なる制限について言及し，
ノルマとしての任務に追いつかせるための時間外勤務を防止し，労働者の健
康を損なったり，製品の質の維持・向上に悪影響を与えたりする浪費を防ぐ
必要性を説いた48）。これに引き続いて国務院は，「工場安全衛生規定」，「建
築・取り付け工事安全規定」，「労働者・職員死傷事故報告規定」を公布し，
労働災害のこれ以上の悪化を抑止しようと努めた49）。
　だが，この頃にはすでに，多発する労災以上に，全国総工会が提唱した増
産節約運動も合理化提案運動もどちらも暗礁に乗り上げ始めていた。頼若愚
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は55年6月，「労働競争のいくつかの間題について」と題する評論を『工人
日報』に発表し，労働競争が労働者の思想教育に注意を払い，不断に労働者
大衆の自覚や組織的規律の度合いを高めていかねばいけないと訴えた5°）。頼
によれば，新しい労働競争は，「技術者や労働者との協力，老齢者や青年と
の協力，熟練労働者と未熟練労働者との協力，技術労働者と徒弟労働者との
協力，優れている者と遅れているものとの協力」など，恒常的な相互援助と
相互学習を必要としている。それゆえ頼は，「思想教育だけでは十分ではな
く，こうした労働者大衆の自覚とは一定の物質的基礎から離れることはでき
ず，広範な大衆は身近で切実な経験に基づいて問題を解決しているのであり，
この身近な利益と結びつけて大衆を教育せねばならない」のであり，「働き
に応じた分配」という社会主義の原則に基づきつつ，「適切な物質的奨励が
ないと，労働競争は持続できない」と主張したのである51）。だが，精神第一
主義から物質的奨励主義への転換を訴えたこの頼の立場は，いうまでもなく
毛沢東の主観的能動主義から距離を置くこととならざるを得なかった。
　こうした数々の犠牲を払って進められた労働競争も徐々に実質的成果を上
げるようになり，55年後半からはいわゆる「社会主義的高潮」の中で，農
村や手工業の分野では合作社（＝協同組合）運動が，さらに私営企業の分野
では公私合営運動が展開された。それは新民主主義経済の時代に終止符を打
ち，社会主義への過渡期に入ったことを意味した。56年には，賃金改革も
この社会主義的所有形態の制度形成の一環として行なわれるべきだと考えら
れるようになっていた52）。こうした時期にあって，第1次5か年計画は53
年以降予定通り，あるいは当初の計画以上に労働生産性を増大させていたに
もかかわらず，「社会主義の建設には一定の蓄積が必要である」（劉子久労働
部副部長）という言葉に押し消されるがごとく，賃金は経済成長には比例せ
ず，極めて僅かな引き上げに抑えられていた53）。総工会の調査によると，武
漢市の39ヶ所の国営，地方国営企業では，1954年第4期の労働生産性は，
前年の同期より26．5％上昇したのに対し，労働者の平均賃金は前年比で93
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％上昇したに過ぎず，藩陽市の51ヶ所の国営企業では，1954年労働生産性
は前年よりも93％上昇したのに対し，逆に労働者の平均賃金は2。5％低下す
るありさまだった。天津市の169ヶ所の大型国営，地方国営企業では，1955
年上半年と54年の同時期とを比較すると，労働者の平均賃金は4．3％低下し，
そのなかでも生産従事労働者にいたっては7．4％も低下していた54）。
　これら一連の状況が56年から57年はじめにかけて，前年比平均14．5％賃
金の基本総額を増額した賃金改革（賃金制度の統一）実施の背景にあったこ
とはいうまでもない55）。これによって，それまでの悪平等的賃金分配から，
「労働に応じた分配」という社会主義体制下の統一的基本原則が整えられる
こととなった。賃金だけにとどまらず，不合理な諸手当にも改革が進められ，
技術水準の高いエンジニアに対しては技術手当が，特殊な貢献をもたらす高
級エンジニアに対しては特別手当が新たに設けられた。初期社会主義段階に
おいては生産力が社会の物質的財や富を豊かにするレベルに到達しておらず，
労働そのものはいまだに生計の手段にとどまっており，完全に報酬を考慮せ
ずには成立できない状態にあると理解された。したがって，社会主義労働競
争においても「労働に応じて報酬を支払う」という政策を実施する必要があ
り，競争の中でよい成績を上げた者に対してはそれ相当の物質的待遇を与え
るべきであり，特に成績がよいものに対しては優遇待遇以外に栄誉称号も授
与すべきとされたのである56）。だが，ここで注意すべきなのは，工会法が労
使間の労働協約締結の権利を法的に根拠づけていたにもかかわらず，そのイ
ニシアティブは工会を通して「下から」涌き上がったわけではなく，マクロ
経済的視点に立つ生産の拡大及びその調整の実現として「上から」行使され
ていたに過ぎないということであろう。「賃金や雇用の条件が正式な団体交
渉では決まらない」ことが，社会主義中国の産業組織体を「伝統と近代」と
いう二分法の中間に位置付けつつ，A・ウォルダーが新伝統主義（Neo－
traditionalism）と名づけた一つの指標は，まさにここにあったといえる57）。
　しかし，その一方で党中央は，部長以上の賃金の上げ幅を20％以内に，
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工場長クラスの幹部の上げ幅を13％以内に抑える通達を出している58）。これ
によって国営企業の賃金は，単位労働時間当たりの賃金に加え，奨励として
の等級賃金と出来高払いの賃金制度によって支払われることとなり，出来高
払い賃金制の対象となった労働者は300万人に及び，生産労働者の49％を
占め，建築業では78％に達した。1952年との比較では，労働者の実質賃金
は30．3％増加したことになり，広範な労働者がこれに満足する結果となった
ことはいうまでもない59）。この56年の賃金改革は，党中央の委託を受けて，
中華全国総工会が国務院財政経済委員会と共同で草案を作り，56年6月，
国務院が公布した「賃金改革についての決定」によって施行されている6°）。
このことは工会がすでに諮問機関としての機能を果たすにとどまらず，各級
の政府管理・運営組織は賃金その他の労働問題について同級の工会の同意を
得なければならないという慣例が，すでに最高の国家レベルでも制度化され
ていたことを意味していた6D。
　またこうした社会主義的高潮が，全国的に繰り広げられた労働競争ととも
に，各地の各産業における多くの先進生産者によって先導されていた面を持
つことは否定できない。例えば石家庄，長辛店，ハルビン，秦皇島，唐山，
済南などの車両工場では2，000人以上の「先進生産者」を生み，1955年には
すでに1956年分の作業量を完成していた。全国総工会は1956年2月，第7
期第10回主席団会議を開き，党中央と国務院の指導の下で「先進生産者運
動を展開することについての決議」を採択し，先進生産者による経験の推進，
労働生産性の不断の向上によって，社会主義建設を加速すべきであるとし
た52）。これをうけて党中央は同年3月，「先進生産者運動を積極的に指導す
ることについての通知」を発し，工業，農業，交通運輸各部門の労働者，技
術者，企業者，科学，文化，教育，衛生各部門の職員に対して，自らの技能
を向上し，先進的な経験を学び，自らが先進者になるとともに，後進者を助
け，ともに向上することで国民経済第1次5ヵ年計画目標額を早期に達成す
るよう訴えた63）。この先進生産者運動の下，多くの工業・鉱山企業で全体の
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30％以上の労働者がノルマの生産高を上回り，「後進生産者」であった労働
者も先進生産者の水準に達していった。こうした先進団体は，1956年末ま
での一年間に全国で11．4万に及んだが，それは1955年の5倍強に当たり，
先進生産者総数も126万人に達していた64）。
　また，この5か年計画の実施過程において注目すべきなのが，労働者を効
果的生産に動員するために労使間で労働協約を結び，そのことを労働競争と
結び付けつつ，国家計画の達成に寄与させるという動きがあったことであろ
う。西側で通常いわれる労働協約とは，労働組合と使用者が個別に団体交渉
した結果，労働条件，その他労使関係に関する事項について合意した内容を
取り決めた文書のことをいう。それは労働者の権益を守るための法的機能を
果たすのが一般的だが，この時代の中国においてはその意味で労使の関係は
むしろ逆転している。なぜなら，使用者たる国家による生産第一主義という
政策が先にあり，それに対抗して労働者の労働条件を擁護すべく個別に交渉
するのではなく，労働者の同意の下で生産ノルマを効果的に完遂するように
義務付けているという側面が強いからである。ソ連では1920年代のネップ
期にはすでに労使間の団体交渉によって賃金が改訂され，労働協約によって
最終的に決定されているが，そうした慣行が中国にはないという意味で社会
主義国としても特異なケースであった。例えば，1926年のソ連では，労働
生産性の指標を労働協約に盛り込むか否かをめぐり労働組合と最高国民経済
労働経済部との間で対立が生じ，中国の『工人日報』にあたる『トルード』
は社説で，「労働組合は労働生産性向上のあらゆる合理的施策を支持するが，
これを団体協約に入れるにはこれが団体協約の意義を歪曲せず，労働組合に
固有ではない義務を押付けないことが必要であろう」と反対の姿勢を表明し
ているが65），こうした労働者の明確な立場が当時の中国の資料をいくら読み
込んでもまったく見当たらないことはほとんど驚くに値する。中国における
労働協約とは，労働者の権益を守り拡大するための集団契約ではなく，社会
主義的国家建設のための労働力の動員手段として国の政策ノルマを企業や工
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場レベルで個別に配分すべく利用されたに過ぎなかったのである。
　この労働協約の締結は，すでに建国直後から一部の工場，企業で実施され
ていたが，条件が十分に整っていないなどの制約から，この制度を確立，実
施する企業の数はごく少数にとどまった。1953年の中国工会第7回大会で
は，企業管理制度が初歩の段階にあっても，一定の生産計画及び生産定額の
ある企業はすべて，この労働協約制度を実施すべきことが決定された66）。こ
れ以降，労働協約制度は全国で次々と導入され，1953年には9ヶ所の鉄道
局で320件の労働協約が結ばれ，325ヶ所の駅，区間，工場など基層単位で
379件の労働協約が結ばれている。これを契機に労働協約制度は全国へ普及
しはじめ，全国の鉄道局は管理部門の各レベルで工会の代表との間で労働協
約を取り交わし，内容も豊富で，実際的なものが多くなる中で，徐々に制度
として確立していくようになった。紡績工業部は1953年，中国紡績工会と
連名で「国営企業工場における労働契約締結に関する連合指示」を出し，党
中央もこれを支持し，全国の紡績企業における労働協約締結を促進した。
1955年10月までに，全国で110ヶ所の国営，公私合営企業の紡績工場でこ
の制度が実施されたが，このうち54％の紡績企業がこの制度を実施し，う
ち74．1％が実際に国の計画を達成した。1956年初めには，全国で100ヶ所
に及ぶ中央主管の大・中規模企業で労働協約制度が確立され，「労働者の主
体性に依拠した」企業管理形態の一つの方法として定着し，地方の企業でこ
の制度が取り入れられるようになった67）。56年1月，全国総工会第7期第4
回執行委員会が採択した決議には，2年以内に工業・交通運輸の各部門企業
において労働協約を締結し，企業内部の生産，生活，教育などの面で全面的
に規範化することを求める内容が含まれていた68）。中国では往々にして，こ
うした全国的な労働協約の制度化が労働者の労働条件や物質的，文化的生活
の改善も積極的役割を果たしたと解釈されている。だが，それはあくまでも
国の生産計画というノルマを主体的同意によって達成し，企業・工場全体，
ひいては社会全体の成長・発展として実現されたというにすぎず，いずれも
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労働者諸個人レベルでの労働条件の向上に寄与したとは言い難い内容であっ
た。
　同執行委員会による同じ決議では，「ソ連のすぐれた経験を学び，絶えず
技術を高め，改良し，ノルマを破って先進的な生産者の水準に全ての労働者
が追いつくように全人民的な労働競争を展開する」よう呼びかけた69）。その
結果，運動は全国的に広まって，次々にノルマを打ち破り，新記録を出した
り，原材料の節約者など，先進労働者，先進集団が生まれた7°）。1956年初頭
には，農業や手工業の協同組合運動が急速に進展するとともに，資本主義経
済の公私合営化が実現し，全国で社会主義建設の高揚が見られた。1949年
当時，全国に400万人の顕在的失業者と無数の潜在的失業者がいたが，56
年のいわゆる「社会主義の高潮」期には完全に消滅したとされる。全国の労
働者数も49年時の800万人から57年の2，451万人に，産業労働者は同じ時
期に300万人から900万人に増加していた71）。この先進生産者運動は，「技
術を掌握し，労働組織と活動方法の改善を土台として，旧来のノルマを打ち
破り，新しい先進的ノルマを打ち立てる運動であり，先進労働経験を普及し
て，広範な労働者が先進労働者に歩調を合わせるよう組織する運動であ
る」72）と喧伝され，56年の工業生産の発展という52年以来の第二の飛躍を
もたらすとともに，第1次5か年計画期の社会主義的労働競争という政治的
大衆運動へと発展させたのである。
（3）大躍進と労働競争
　だが，工業総生産額の著しい増大にもかかわらず，一部の物資，特に建設
用資材や金属資材の生産が需要に追いつかなくなりはじめ，56年後半には
工業企業における原材料不足が目立って現れはじめた。国民経済の成長以上
に，この年には国内政治昂揚の季節を迎えていた。毛沢東は56年4月，「十
大関係論」を公表し，すでに翌月には百花斉放・百花争鳴を全面的に展開し
ていた。こうしたなか，中国共産党中央委員会は1956年11月，全体会議を
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開き，全公務員および経済政策に関与する幹部は質素倹約を身につけ，大衆
と苦楽をともにし，見栄や浪費に反対し，整風を通じて主観主義やセクト主
義官僚主義と闘うべきことを決議した。ここでも増産・節約運動が提唱さ
れたのはいうまでもないが，ここで問題となったのは全般的な増産ではなく，
原料が保証されており，なおかつ社会的需要のある物資についての増産であっ
た73）。だが，毛沢東は57年5月には「状況は変化しつつある」と述べ，反
右派闘争への反撃の意欲をすでに示し始めていた。国務院は1957年6月，
あらためて増産・節約運動の一層の展開をうながす指示を出したが，それは
整風運動を積極的に展開し，官僚主義，セクト主義，主観主義を克服し，増
産節約運動をよりよく展開するためには，逆に増産・節約を効果的に実施す
れば自ずと整風運動も成功するという相乗効果を狙っていた。反右派闘争が
7月には全国的に展開され，全国の工場・鉱山企業にも闘争が及び始めてい
たが，その際党中央は同9月，「企業で整風と社会的教育運動を進めること
についての指示」，及び「企業整風運動の注意すべき若干の事項についての
内部通知」を出し，労働者を知識人とは区別しつつ，労働者に対しては反右
派闘争を進めるのではなく，社会主義教育として整風を展開することの重要
性が強調された74）。ちなみに，この同じ9月には，頼若愚による再度の李立
三批判によって，労働者に対する「綱紀粛正」を狙った全国総工会党組第2
回拡大会議が開かれている。
　「各級の工会は同級の党委による指導をメインにして，同時に上級工会の
指導を受ける」とする「党の指導性」を決定した成都会議（58年3月）を
うける形で，同年5月の中国共産党第8期全国代表大会第2回会議は，「社
会主義の総路線」を再確認するとともに，企業管理の面では，それまでの工
場長単独責任制（一長制）から党委員会指導下の工場長責任制へと改め，さ
らに労働者代表大会の試行を決定した。それまでの一長制には，企業の全権
を工場長が握るが故に，企業管理面で党の指導との対立を招く面があったが，
これによって企業は党の従属的な立場に置かれることとなった。それととも
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に労働者代表大会も，党委員会の指導下に置かれ，労働者の権限を拡大する
機能の再構成をおこなった。だが，大躍進期における労働者による管理への
直接参加とは，ここでも生産第一主義の基本姿勢が貫かれており，もっぱら
生産の飛躍的発展を労働者の自発性を組織的に引き出すことによって確保す
るという観点から推し進められたのであって，労働者の文化的，物質的生活
の向上が目指されたのではなかった75）。すでに故人となっていた頼若愚らの
「反党行為」を批判した全国総工会党組第3回拡大会議が開かれたのも，こ
の同じ58年の5月であることは，その政治的背景を考える上で示唆的であ
る。
　同党大会はさらに，再度「技術革新」の大衆運動としての展開を決議し，
全国に呼びかけた。それは引き続き政治，経済，思想の各戦線における社会
主義革命を，そして「技術革新」と「文化革命」を推進し，毛沢東の言葉を
援用しつつ，「15年またはそれよりも短い期間に，主要な工業生産物の生産
量のうえでイギリスに追いつき追い越す」よう努力し，近代工業，近代農業，
近代科学・文化の偉大な社会主義国家にすることを呼びかけた76）。それまで
に提唱された「技術革新」との違いは，管理制度や管理方法に対する比較的
徹底的な変革，つまり新しい生産関係のうえに立った労働者の社会主義建設
への熱意を土台にしているということであった。『人民日報』の社説も，「中
国革命は新しい歴史的段階に入った。つまり，技術革命と文化革命を中心と
する社会主義建設の新しい時期に入ったのである」77）と解説していた。
　1958年，人民公社化運動の進展とともに大躍進の中心的な政策であった
重工業と軽工業，中央大型企業と地方中小企業の同時発展の方針，さらには
農村工業化を目標とする地方農村企業の発展の方針が採用された78）。これに
よって，中国国民経済は飛躍的な発展を遂げ，工業総生産額も前年に比べて
66％も増大したが79），その工業の躍進にも労働競争の成果があったことはい
うまでもない。とりわけ「両参・一改・三結合」とよばれるスローガンは，
幹部が直接生産労働に参加し，労働者が直接企業管理に参加すること（両参）
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によって，企業における人間関係，特に幹部と労働者大衆との関係の改善か
ら企業管理制度の全面的改善（一改）に向わせていた。さらに生産の高度発
展を実現すべく幹部，技術者，労働者の三者が固く団結すること（三結合）
によって，58年来の大躍進期における組織的生産労働が大衆運動として展
開されることとなったのである。この三結合は，党一使用者一労働者の三位
一体（毛沢東）と同じ論理構成をとっており，明らかに解放以前からの正統
的立場に依拠するものであった。幹部による労働参加は，生産現場の実態を
現実的に把握させ，官僚主義に陥ることを未然に防ぐことができるというの
がその趣旨だった。労働者の経営参加は，労働者が全体的観点から見られる
よう教育するとともに，その潜在的な積極性や創造性の開発を可能とし，ま
た技術革新運動が突撃的なものから恒常的なものとして作用するたあには高
度の専門的技術・知識が必要となり，技術者と労働者，幹部とが一体化しな
ければならないとされたのである。
　翻ってみれば，そもそも大躍進とは「上から」呼びかけられて「下から」
応じつつ，さらに新たな呼びかけを行うことで互いに功を競い合うという大
規模な大衆運動としての社会主義的労働競争に他ならなかった。北京石景山
鋼鉄工場の労働者は，全国の鉄鋼労働者に先駆け，第2次5ヵ年計画を迎え
るにあたり，15年でイギリスの鉄鋼業の水準に達しさらに追い越すとする
労働競争を呼びかけた。これを皮切りに北京天橋百貨店の労働者は58年2
月，全市の商業労働者に向けて45％の人員削減，商品資金37％の節約，支
出節減，労働時間の調整，サービスの質の向上と旧い規則の打破を呼びかけ
ることとなった。さらに商業部及び中国商業工会全国委員会連合は，全国に
向けて天橋百貨店の従業員の「革命的気概」を見習い，「天橋と比較し，天
橋と競い，天橋を追い越す」とするキャッチフレーズを打ち出しつつ，商業
活動での大躍進を提唱した8°）。こうした数々の大躍進期における労働競争で
最も典型的なものとして知られるのは，一億人の労働者・農民を動員して繰
り広げられた鉄鋼大生産運動である。この運動では，各級の地方工会と全国
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総工会は多数の幹部や活動チームを組織し，現地の党委や基層党委との統一
指導の下で，全国の労働者ばかりでなく，教職員や学生らを直接的または間
接的に1日3～4交替制体制で鉄鋼製造にボランティアで従事させることに
よって，この年には鉄鋼生産量で前年比49．1％の増加を実現した8D。
　建国当初から生産第一主義の立場にあった周恩来は1959年4月，第2期
全国人民代表大会第1回会議で，こうした58年における中国工業第3の飛
躍的発展の主な要因が，整風運動をはじめとする社会主義建設への参加を通
じ，労働者と技術者，管理者の知恵と熱意を結集し，さまざまな形態の労働
競争を実施した結果であるとして次のように述べた。
「1958年の工業の躍進は，やはり主として，既存の企業の増産によって
いる。設備の拡充，人力の増加，管理の改善，設備の利用率や労働生産
性の引上げを通して，既存の企業の生産量は大いに増加した。多くの企
業は，労働者の管理参加と幹部の生産参加を実行し，指導者や技術者と
労働者大衆を互いに結びつけるという方法を実行して，操作技術の改良，
設備の改良，製品の改善，原材料の合理的利用，既存設備の十分な利用，
新製品の試作と生産，生産組織の改善，不合理な規則や制度の改革とい
う大衆運動を展開し，既存の工業企業がもっていた生産潜在力が大いに
発揮されたのである」82）。
　ここでも周恩来の言葉の中に建国初期の指導者たちに共通して見られる生
産第一主義の思想が読み取れるが，労働競争に対するこうした肯定的な評価
とは裏腹に，大躍進はすでに深刻な問題を抱え込んでいた。第一に，客観的
な経済の発展原理を無視し，一部の労働者の本来的な積極性を奪い取ってい
たことである。大躍進では，精神主義の過度の強調により，報酬労働が軽ん
じられ，無償の労苦ばかりが美化され，労働と安息とのバランスが崩される
中で，多くの労働者が疲労の限界にまで追いやられ，甚だしく健康を害する
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という結果をもたらしていた。効果の見込めない無駄な労働も目立つように
なり，社会的富の損失も大きかった。企業や工場における規律や制度もない
がしろにされ，生産管理は深刻な混乱に陥り，労働紀律も弛緩し，製品の質
も労働生産性も低下の一途を辿る一方，死亡事故を含む労働災害件数は3年
連続で増加していた。第二に思想の面では，階級闘争が昂じ過ぎたことによ
り，とりわけ老齢者を含む多くの労働者が「反社会主義分子」や「白旗」，
「保守落伍者」などのレッテル張りにより根拠のない批判や攻撃に曝されて
いた。生活の面では，1957年の国有企業における労働者の平均賃金は637
元であったが，58年には550元に，59年には524元にまで落ち込み，生活
水準は大幅に低下した。しかも，その間にインフレにより物価は上昇してい
たので，労働者の実質賃金はさらに低いものにならざるを得なかった。ここ
にきて再度平等主義的思想が蘇り，収入減の主な理由となる出来高払い賃金
制度の中止と奨励金の削減が広範に行なわれたが，これによって出来高払い
を受ける生産労働者の割合は40％から14％に減少した。1958年10月に出
された中共北京市委の「出来高賃金制の中止状況とそれについての意見に関
する報告」では，出来高払いによる労働者の賃金収入は14～24％も減少し
たことが明らかになっていたB3＞。
　しかも工会運動のさらなる展開にとって，社会的形勢は極めて不利であっ
た。大躍進とともに「工農商学兵の結合」の原則の下で進められてきた人民
公社化は，1959年末には全国の農村で基本的に組織されていたが，とりわ
けその動きが顕著であった山西，河北，河南，山東のいくつかの県では，工
会は人民公社に吸収されるべきであるとするいわゆる「工会消滅論」が涌き
あがっていたのである。実際，58年末の全国11省に対する調査では，すで
に全体の39．1％にあたる230ヶ所の県の工会が解体され，活動を停止した工
会も170ヶ所に及んでいた84）。58年12月，全国総工会は党中央に対し，「県
レベル工会の処理についての意見」を提出し，「人民公社がすでに広く農村
で建設されはじめ，県の，及び県に属する工会の活動は徐々に人民公社のぞ
中国社会主義における労働組合と労働競争の意味（上）　69
れによって代替されるであろう。総合的な趨勢から見れば，県の工会はまず
人民公社の健全な育成を進め，その完成につれて自然消滅すべきである」と
した85）。これに党中央も同意し，12月にはこの意見に照らし合わせて施行す
べきとする指示を全国各地に出した86）。
　この問題については1958年冬，毛沢東をはじめとする党中央も大躍進と
人民公社化の過程において改めるべき誤りであると素直に受け止めていた。
これをうけて全国総工会は1959年1月，全国総工会党組第4回拡大会議を
北京で開催し，党組第3回拡大会議以降，工会幹部内部における思想的混乱
ぶりとそれによる工会活動に対する幹部の消極的態度について議論した。そ
こでは，工会組織の上下の連絡がうまくいっておらず，工会の活動も停滞し
ているという問題点が指摘された。とりわけ工会消滅論については，様々に
異なる意見が数多く出されたが，頼若愚らを批判した党組第3回拡大会議が
依然として正しいものであったとし，人民公社の発展につれて工会が消滅す
ることを良しとする意見が大勢を占めていたのである。会議では最後に，工
会幹部の思想的混乱を認めつつも，工会活動が党の指導に「絶対的に」服す
べきこと，大衆活動に主体的かつ積極的にかかわるべきこと，主要な力を党
の中心的活動のために使い，生産に励みつつも生活をないがしろにせず，思
想と組織両面の活動を強化すべきことなどが再確認された87）。ここで党の指
導性に「絶対的に」という言葉が付け加えられたことの背景には，「各級の
工会は同級の党委による指導をメインにして，同時に上級工会の指導を受け
る」とする「党の指導性」を強調した成都会議（58年3月）による「党中
央工会組織問題についての意見」の採択があったことが推測される88）。だが，
それは国民経済を好転させるどころか，59年から3年続いた自然災害も禍
し，翌年はじめには中国経済は49年の中華人民共和国成立以来，最悪の状
態に陥いることとなった。
　59年6月に開かれた全国総工会第8期執行委員会主席団拡大会議でも，
継続して工会消滅論について議論され，総工会の指導の誤りが人民公社化の
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趨勢と発展を早めに読み込み過ぎ，段階的に出すべき規定を急ぎ過ぎたこと
を公式に認めた。この中で，県の工会と県に属する工会の組織問題処理につ
いては，それぞれの具体的状況を区別して対応すべきことが確認された。こ
れによって，すでに解体された工会を有する県あるいは県所属の国営企業は，
党委の決定と上級党委員会の承認を得て，工会の組織を回復することとなっ
た。総工会の第1～3回党組拡大会議以来，工会運動を活発化すれば党に対
する独立を画策していると批判され，労働者の利益を真剣に考えれば経済主
義と批判されるという事態がもたらした思想的混乱についても，「問題は党
の指導の下で活動を進めさえすればよい」とする至って単純で，権威主義的
解釈が示されるにとどまり，そうした思想的混乱がいずれも工会活動に対す
る「誤解」によるものと一蹴された89）。そもそも，この人民公社化による代
替論に否定的な工会幹部は，じつは第3回党組拡大会議の決議に対して不満
を持つ人々でもあったのである。この会議のなかでも彼らが「党に対する恨
み」を表明したことに対し，党組側は再度厳しく叱責しているが，このこと
は逆に党組第3回拡大会議のもたらした思想的衝撃の深さとその影響力の大
きさを物語るものであったといえる9°）。
　50年代の労働競争運動を振り返って特徴的なことは，長期にわたる半植
民地国家としての従属的地位とそのことに起因した民族解放闘争からようや
く解放され，自らが労農同盟の主人公として日々従事する生産活動こそが社
会主義国家建設への参与そのものであると理解し，そのことに至上の喜びを
感じ取ることができた素朴な労働者大衆の存在であろう。仮にそれが「下か
ら」涌きあがる自然発生的なものではなかったにせよ，建国直後の国の指導
者たちや全国総工会による労働競争の呼びかけに労働者が積極的かつ主体的
に応じられた背景には，毛沢東思想を中心とする社会主義建設のイデオロギー
が理想主義の一つの具体的な形として機能できたという事実がある。建国以
前からの伝統である「工会の中心任務は生産であり，労働者の生活改善は増
産の基礎の上で」という全体優位の論理に労働者一人一人が納得できたのも，
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この社会主義建設のイデオロギーがいわば労働者大衆の血肉になっていたか
らである。その意味で，毛沢東思想の根底にある主観的能動性は，50年代
の初めには確実に労働者を生産へと駆り出すための動員イデオロギーとして
機能していたといえる。当初，生産ノルマという挑戦に応じつつ，肉体労働
を局限化することによって労働生産性を向上させた単純かつ原始的な形態に
よって始まった労働競争は，やがて第1次5ケ年計画による工業国家建設の
土台を築く過程で「技術革新」の時代に入ってからも，けっしてソ連のよう
な「技術第一」をとるのではなく，「又紅又専」（思想は赤く，専門技能を持
つ）という政治的，思想的大衆教育がリードしながら労働生産性と技術革新
との連繋を労働者大衆自らの主体的能動性から引き出すというものであった。
そもそも毛沢東の主観的能動性は，それ自体としていつも持続し続けたので
はなく，むしろときには物質的な奨励がこれに重なるようにして精神と物質
という二つのモメントの相互運動として現実化してきたといえる。C．ホフ
マンが指摘したように，この毛沢東時代には，「物質的，個人的インセンティ
ブの重視から非物質的かつ集団的動機の強調へとスイングする振り子が継続」
していたのである91）。だが，ここでも重要なポイントとは，毛沢東の重点あ
るいは原点が物質よりも精神にあったということであろう。そこでは社会主
義初期段階における技術水準の比較的低い旧来の設備，インフラの活用を基
礎にして，技術条件の改善，向上と労働者の労働熱意の昂揚とが内的に結合
されていたのである。
　しかし，ここで全てのプロセスを指導していたのは，労農同盟の一方の主
人公である労働者大衆ではなく，労働者階級を組織し，その権益擁護を重大
使命とする中華全国総工会であり，なおかつその背後でプロレタリアートを
「代行」して絶大な指導的権力を行使した中国共産党という党＝国家であっ
た。原初的イデオロギーによる大衆動員に署りが差した50年代半ば，賃金
制度改革による大幅な収入増が合理的かつ物質的刺激となり，さらなる生産
向上を促したにもかかわらず，この客観的な合理性を突き崩したのも他なら
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ぬ毛沢東の主観的能動性と平等主義という大衆動員のイデオロギーであった。
とりわけ大躍進に際してその精神主義的な労働管理がもてはやされ，大衆の
主観的能動性に対する必要以上の強調が徐々に生産秩序を破壊していくあり
さまは，「技術革新」の対概念として「文化革命」という言葉が使われ始め
たことに示唆されるように，60年代半ばからはじまる文化大革命の前触れ
をなす予兆現象であったとすらいえるかもしれない。
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